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１．被災者支援

野菜作りを通じた生きがいづくり、交流づくり

復興の進展に応じて生じる課題にきめ細かく対応

新たな高台団地でのコミュニティ形成支援
（自治会の設立準備）

（現状）避難者は、当初の47万人から4.１万人に減少（令和３年２月）
応急仮設住宅の入居者は、最大31.6万人から0.2万人に減少（令和３年２月）

① 仮設住宅から恒久住宅への移行
・ 岩手・宮城において第１期復興・創生期間中の仮設生活の解消を目指す

② 復興のステージに応じた切れ目のない支援
・ 高齢者等の孤立防止のための見守り、心身のケア
・ 仮設住宅からの移転先の災害公営住宅等における新たなコミュニティ形成
・ 生きがいづくり（被災者が参画する農作業、料理教室、語り部活動など）
・ 被災した子どもへの学習支援や心のケア 等

３



２．住宅の再建・まちづくり

岩手県陸前高田市の災害公営住宅
（長部地区）

宮城県石巻市の高台移転
（荻浜地区）

４

交通・物流網の整備を推進

・ ＪＲ常磐線は令和２年３月14日に全線開通

・ これにより、東日本大震災により被災した鉄道が全線開通
（BRTによる復旧を含む）

① 復興道路・復興支援道路

② 鉄道

住宅再建は着実に進捗、整備が概ね完了

・ 高台移転による宅地造成 計画戸数 １.８万戸

（令和２年12月18,227戸(100%)）

・ 災害公営住宅 計画戸数 ３.０万戸

（令和２年12月29,654戸(100%)
※調整中及び帰還者向けの災害公営住宅を除く

・ 全体事業計画約570kmのうち、令和３年３月６日までに、

約86%に当たる489kmが開通済み

・ 一部区間を除き、第１期復興・創生期間内に開通見通し





③ 帰還促進・生活再建

・ 医療、介護、教育、買い物、住まい、交通等の環境整備を推進
・ 新たな住民の移住・定住の促進に資する施策を検討

・ 双葉町（避難指示解除準備区域）の避難指示を解除（令和２年３月）
→帰還困難区域を除く全ての地域の避難指示解除を実現

・ JR常磐線の全線開通に合わせ、双葉駅、大野駅、夜ノ森駅周辺
の避難指示を先行解除 （令和２年３月）

・ ６町村の特定復興再生拠点区域において、除染やインフラ等の
生活環境整備等を推進 ６

４．福島の復興・再生

令和２年３月、帰還困難区域を除く全ての地域で避難指示解除を実現。
復興・再生が本格的に開始。

④ 帰還困難区域の復興・再生

避難指示区域の概念図（令和２年３月10日時点）

②除去土壌等

・仮置場の管理・原状回復、中間貯蔵施設の整備・輸送、
最終処分に向けた減容・再生利用等、特定廃棄物等の処理

① 事故収束（廃炉・汚染水対策）

・ 中長期ロードマップを踏まえ、国は前面に立って、安全かつ着実に実施





・野球・ソフトボールは福島県（福島県営あづま球場）で開催

・サッカーは宮城県（宮城スタジアム）、茨城県（茨城カシマスタジアム）で開催

５.「復興五輪」に向けた取組

① 被災地での競技開催

② 聖火リレー

③ 被災地産品の活用

・国立競技場のエントランスゲートの軒に被災３県の木材を使用
・選手村で被災地産食材を活用した料理を提供、被災地の花を中心にビクトリーブーケ作成

④ ホストタウンによる機運醸成

・「復興『ありがとう』ホストタウン」等、被災地でのホストタウンの登録推進

⑤ 復興の情報発信

・被災３県の食材、花などの産品の魅力や、復興の情報を発信するイベントを実施
・在京大使館への情報発信

８
大会関連イベントで提供した
被災地産食材を活用した料理

福島県営あづま球場（福島県）

宮城スタジアム（宮城県）

国立競技場

2021年の東京大会が、「復興五輪」として被災地の復興の後押しとなるよう、
支援への感謝を伝えつつ、復興する被災地の姿や魅力を世界に発信。

・ 福島県「Jヴィレッジ」を出発して被災地を駆け抜ける聖火リレーを実施
・ 聖火台及び聖火リレートーチ（福島県、愛知県、東京都の一部）に「福島水素エネルギー
研究フィールド」で製造された水素も活用


